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金融商品取引法の改正に伴う労働基準法施行規則の整備

第一種金融商品取引業を行う者

特例①：第一種少額電子募集取扱業者

• 賃金の通貨払いの原則に対する例外として認められる方法の一つとして、労働基準法施行規則（以下「労基則」という。）第７条の

２第１項第２号において、証券会社（第一種金融商品取引業を行う者）の総合口座への払込みが規定されている。

• 金融商品取引法の改正により第一種金融商品取引業を行う者に新たな区分（非上場有価証券特例仲介等業者）が設けられるが、これ

はプロ投資家を対象としたものであり、労基則第7条の２第１項第２号に規定する第一種金融商品取引業を行う者の範囲を従前のとお
りとするため、同号に規定する第一種金融商品取引業を行う者から非上場有価証券特例仲介等業者を除く改正を行う。

金融商品取引法改正前 金融商品取引法改正後

労基則において賃金の払込みが認められる金融商品取引業者の範囲

第一種金融商品取引業を行う者

特例①：第一種少額電子募集取扱業者

〈新設〉特例②：非上場有価証券特例仲介等業者

※公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定め
る日（令和７年５月21日まで）に施行

1. プロ投資家（※１）を対象とした非上場有価証券の仲介業務に特化した業者である

2. 現行、労基則において賃金の払込みが認められていない「第一種少額電子募集取扱業者」（※２）と同様、通常の第一種金融商品取
引業を行う者に課される要件のうち、自己資本規制比率等が緩和（通常の第一種金融商品取引業を行う者には120％以上を保つことが課されてい
るが、非上場有価証券特例仲介等業者は免除）されている

3. 非上場有価証券特例仲介等業者への金銭の預託は、預託から１週間以内に行う非上場有価証券の売買による取引の決済のために必
要なものに限られる

非上場有価証券特例仲介等業者について

（※１）有価証券の残高が10億円以上であり、かつ、口座開設後１年以上経過している個人など
（※２）第一種少額電子募集取扱業者とは、非上場株式の募集又は私募の取扱いにより、インターネットを通じて、多くの人から少額ずつ資金を集める仕組み（いわ
ゆる株式投資型クラウドファンディング業務）のみを行う者として登録を受けた金融商品取引業者のこと。 1
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